













































































概観する（ ₂（ ₁ ）～（ ₃ ））。そのうえで、かかる処分における裁量、及びかかる
処分における手続の特徴と問題点とについて考え、不祥事に対する処分の相当性に


















































そして X は、宴会終了後、飲酒していたにもかかわらず、自家用車で B 市に向かっ
たが、途中で警察の検問を受け、飲酒運転の現行犯として検挙された。その後、X
は、警察による事情聴取を受けた後、警察官によって前記入浴施設まで送ってもら
5 　本件に関しては、羽根一成・地方自治職員研修₄₀巻 ₂ 号₆₀頁（₂₀₀₇年）、俵正市・公務
員関係判決速報₃₇₂号 ₁ 頁（₂₀₀₈年）、星野豊・月刊高校教育₄₅巻 ₁ 号₇₆頁（₂₀₁₂年）がある。
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　X から上記について報告を受けた C らにより、本件に関する事情聴取が行われ、
Y 県教委は、本件飲酒運転が一夜のうちに ₂ 度にわたって行われていることに加
え、本件 MO の紛失を合わせ、X の行為は県職員全体の信用を著しく傷つけたと
して、X を懲戒免職処分に付した（以下、「本件処分」という）。




あるところ、X が本件第 ₁ 酒気帯び運転で一度検挙されたにもかかわらず、更に同一夜間
の近接した時間において敢えて再度本件第 ₂ 酒気帯び運転に及んだことからすると、その
非違性は高いものといえる。さらに、本件第 ₁ 酒気帯び運転は宴会終了直後になされてい







X の態度は、Y 県教職員に対する県民一般の信頼を裏切ったものであり、かかる X の行為
に対する責任は、軽々に評価することはできないというべきである。」






































教員の不祥事と処分の相当性（ ₁ ） （星野）
く保障することが必要であるものというべきである」が、「本件処分に先立ち、C 校長、E
























































へ自動車を走らせ、₂ ～ ₃ km 走行した後、途中から父親に迎えに来てもらって自
宅に戻り、就寝した。
　翌日朝、警察から X に対して出頭要請があり、X は父親の運転する車で警察に
6 　本件に関する評釈は、現在のところないようである。
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　この判決に対して Y は上訴したが、控訴審である福岡高判平成₂₁年 ₈ 月 ₅ 日平





ある。もっとも、本件においては、Y の調査に対して X がホテルその他における
飲酒の量を申告しており、Y はこの申告に基づいて運転当時のアルコール量を推測
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　原告 X は、勤続₁₈年の教員である。X は、過去に、授業中のテストの成績が良
好だった生徒に対して物品を配るなどした行為が新聞紙上で取り上げられ、これを
撤回したことがあったが、懲戒処分を受けたことはなかった。















おり、X が帰宅時に無意識に置いたものと考えられた。また、当時 X は、親族が
病気で倒れて精神的にも肉体的にも万全でない状態であり、知人と飲食したのは、
知人が X を気遣い、元気づけようとしたためであった。
　X が勤務する Y 県では、平成₁₈年₁₁月に改定された指針によって、酒気帯び運
転は原則として懲戒免職としていたが、飲酒後相当時間を経過した後における運転
については ₃ カ月以上の停職とする旨が、併せて規定されていた。





















　飲酒当日の X の体調が優れていなかったこと、X が会計時に既に記憶が曖昧であること、
徒歩で帰宅した道を直接徒歩で辿らず車を運転していること、普段の癖である車のカウル
25





















































































10　裁判例として、津地判平成₂₅年 ₃ 月₂₈日平成₂₄年（行ウ）₆ 号、その控訴審である名古
屋高判平成₂₅年 ₉ 月 ₅ 日平成₂₅年（行コ）₄₄号（酒気帯び運転が不申告であった事例で、
第一審は懲戒免職処分の取消請求を棄却したが、退職金については支給すべき旨を判示し
たのに対し、控訴審では、退職金の支給を含む全ての請求を棄却した）。大阪地判平成₂₁年






請求棄却）。京都地判平成₂₄年 ₂ 月₂₃日平成₂₂年（行ウ）₃₅号、大阪高判平成₂₄年 ₈ 月₂₄日
平成₂₄年（行コ）₆₁号（退職金不支給処分に対して、第一審は処分を取り消したが、控訴
審は裁量の範囲内であるとして請求を棄却）参照。なお、条件付採用期間中の教員が飲酒
運転のうえ事故を起こした車に同乗していた場合の処遇に関し、那覇地裁平成₂₁年 ₃ 月₁₁
日判決・平成₁₉年（行ｳ）₃ 号、その控訴審である福岡高裁那覇支部平成₂₁年₁₁月₂₄日判決・
平成₂₁年（行ｺ）₆ 号参照。
13　裁判例として、秋田地判平成₂₄年 ₃ 月₂₃日平成₂₃年（行ウ）₁₀号参照。
